
道路法第３７条に基づく占用制限に係る取扱要綱 

令和５年２月１４日制定  

（趣旨） 

第１条  この要綱は、道路法第３７条に基づく占用制限に係る取り扱

いについて必要な事項を定めるものとする。 

（制限の対象） 

第２条  道路法（昭和２７年法律第１８０号。以下「法」という。）第

３７条第１項に基づく占用の制限の対象とする電柱（以下「対象電

柱」という。）は、電気事業者及び電気通信事業者の電柱（ケーブル

テレビ事業者等の電柱を含む。）とする。 

２ 信号柱その他の警察が設置及び管理する物件並びにそれらに電力

を供給するための電柱は対象としない。 

３ 電柱の倒壊を防ぐための支線、支柱若しくは支線柱又は電線類は、

対象電柱としない。 

（既設電柱の取扱） 

第３条  道路の占用を制限する日より前に法第３２条第１項又は第３

項の規定に基づく許可を受けた電柱については、当分の間、占用を

認める。 

２ 当該電柱の更新（老朽化等を原因として既設電柱を除去すること

が必要となった場合に、更新前の電柱と同一の場所に、移設元の電

柱と同一のサービスの提供を行うために設置する電柱）については、

当分の間、認める。 

（仮設電柱の取扱） 

第４条  次に掲げる場合であって、直ちに道路区域外に用地の確保が

できないと認められるときは、原則２年間、仮設の電柱の設置を認

める。 

(１) 災害又は事故が原因で、現に供給されていた電力・通信サー

ビスが途絶えた場合 

(２) 宅地開発又は商業施設や工場の新規建設等が原因で、新たに

電力・通信サービスが必要となった場合 



(３) 法第７１条第２項に基づく電柱の移設等が原因で、現に供給

されていた電力・通信サービスが途絶えるおそれがある場合 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な

事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


